
- 114 - 
 

別添 4 

令和3年度厚生労働科学研究費補助金 
(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

  (分担)研究報告書 
 

ライフサイクルにおける地域別の介護リスクの推移 
 

研究協力者 御子柴みなも  東京大学 公共政策学教育部   
ソーシャル＆ヒューマン・キャピタル研究所 

研究代表者 野口晴子  早稲田大学 政治経済学術院  
研究分担者 川村顕  公立大学法人神奈川県立保健福祉大学・ 

   大学院ヘルスイノベーション研究科/ 
   早稲田大学 政治経済学術院(Joint Appointment) 

 
研究要旨 

 
A．研究目的 

本研究の目的は，個人がライフサイク

ルを通じて直面する介護リスクの推移を

推定することにある．本研究は，公的介

護サービスのレセプト悉皆情報である 

 
『介護給付費実態調査』を用いた研究で

ある．『介護給付費実態調査』は，公的

介護保険制度の対象となる限り，ほぼ全

ての国民の介護サービス利用情報が含ま

れるデータベースであり，介護サービス

本研究の目的は，個人がライフサイクルを通じて直面する介護リスクの推移を推定する

ことにある．2006年5月から2018年4月までの『介護給付費実態調査』と『人口動態調査(死
亡票)』を突合させることで，介護状態の遷移確率のみならず，介護状態別死亡確率を推定

した．介護リスクは年齢とともに増加し，全ての年齢・性別において介護リスクには高い

持続性があることが明らかになった．また，介護状態が重い人は年齢や性別に関わらず死

亡確率が高い一方，同じ年齢・介護状態において男性の方が女性よりも死亡確率が高いこ

とが確認された． 
また，介護状態の推移をより詳細に分析するために，介護状態の新たな側面として，介

護の種類，身体的介護と認知的介護に着目した推定も行った．『介護給付費実態調査』の

サービス項目コードを利用することで，個人の介護度だけではなく，身体的介護または認

知的介護のいずれが必要な状態であるのか分類し，介護度・介護の種類(身体または認知)別
の遷移確率を推定した． 
本研究の研究成果である，ライフサイクルにおける介護状態の遷移確率は，生涯介護費

の推定だけではなく，介護リスクが個人の経済活動および厚生に与える影響を分析する際

の基礎資料となるものであり，公衆衛生学および医療経済学だけではなくマクロ経済学な

ど幅広い分野において貢献があることが期待される． 
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のアウトカムとして要介護度の推移につ

いて追跡可能である．従来の研究におい

て，ライフサイクルにおける介護リスク

を推定する試みは行われてきたものの，

日本における過去の研究は特定の自治体

のデータを用いたものに限定されてお

り，米国の the Health and Retirement Study
を用いた研究では介護状態の分類が主観

的な質問項目に依存していたため，本研

究は網羅性と介護状態の正確性におい

て，大きな優位性を持った研究である． 

B．研究方法 
 本研究は，2006 年 5 月から 2018 年 4 月

までの『介護給付費実態調査』と『人口

動態調査(死亡票)』(以下，DR ファイル)を
突合させることで，介護状態の遷移確率

のみならず，介護状態別死亡確率を推定

した．その上で，介護状態の推移をより

詳細に分析するために，『介護給付費実

態調査』のサービス項目コードを利用す

ることで，個人の介護度だけではなく，

身体的介護または認知的介護のいずれが

必要な状態であるのか分類し，介護度・

介護の種類(身体または認知)別の遷移確率

を推定した． 
B-1. 『介護給付費実態調査』と『人口動

態調査(死亡票)』の突合 
本研究で使用する『介護給付費実態調

査』は要介護度の推移について追跡可能

である一方，死亡に関する情報が含まれ

ていない．本研究は，M ファイルと呼ば

れている，「受給者台帳マスタファイ

ル」と，DR ファイルを突合することで，

死亡情報を含む要介護度の推移に関する
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
1 データは https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001
039591 より利用可能である．(2022 年 5 月 14 日) 

パネルデータを構築した．データの観察

期間は，『介護給付費実態調査』に合わ

せて，2006 年 5 月から 2018 年 4 月までと

する．識別変数としては，住民票のある

都道府県及び市区町村・性・出生年月に

加えて，M ファイルの受給資格喪失年月

日，DR ファイルの死亡年月日を用いた． 
M ファイルが全国規模のデータである

ことを確認するため，総務省が提供して

いる各年月における市区町村コードと M
ファイルの市区町村コードを突合させる

ことで，公的介護サービスのレセプト悉

皆情報を提供していない市区町村を特定

した．総務省が提供している『住民基本

台帳に基づく人口，人口動態及び世帯

数』における市区町村別年齢階級別人口

を用いて 1，65 歳以上高齢者人口に占め

る，M ファイルで公的介護サービスのレ

セプト悉皆情報を提供している市区町村

人口割合(以下，人口カバー割合)を計算し

たところ，全国の人口カバー割合は 77%
と高く，M ファイルは高い網羅性を持っ

た全国規模のデータであることがわかっ

た．また，人口カバー割合は都道府県間

でばらつきがあり，最も低い大阪府にお

いては，わずか 24%に留まった．図 1-1 は

各都道府県における人口カバー割合をプ

ロットしたものである． 
M ファイルにおいては，65 歳以上の受

給資格喪失者のうち，識別変数に重複ま

たは欠損がある場合，M ファイルのサン

プルから脱落させて突合を行なってい

る．65 歳以上の全受給資格喪失者のう

ち，識別変数が重複している者の割合の

全国平均はわずか 3%であった 2．また，

2 重複している者の割合は都道府県間でばらつき

があり，特に熊本県における割合は 32%と非常

に高い．熊本県にて観察された重複のうち，9 割

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
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突合における重要な仮定は，市区町村に

おける介護保険資格喪失年月日と死亡届

提出年月日の関係である．各市区町村で

は，死亡届に，医師によって作成された

死亡診断書を添付する必要があり，死亡

診断書に記載された死亡年月日の翌日を

持って，介護保険の資格喪失手続きを行

うことになる．そのため，事務手続きの

過誤がない限りにおいて，M ファイルの

受給資格喪失年月日から 1 日を差し引け

ば，DR ファイルの死亡年月日と照合する

ことができる．本研究においては，DR フ

ァイルの死亡年月日に対応する M ファイ

ルにおける“推定”死亡年月日として，まず

初めに，受給資格喪失年月日から 1 日差

し引いた年月日を用いて，次に事務手続

きの過誤を考慮して，受給資格喪失年月

日でも突合を行なった．同一個人におい

て，受給資格喪失年月日から 1 日差し引

いた年月日と，受給資格喪失年月日のど

ちらにおいても突合した場合，受給資格

喪失年月日から 1 日差し引いた年月日の

みを使用する．M ファイルの 65 歳以上受

給資格喪失者を 100%として照合率を計算

すると約 85.71%が DR ファイルの死亡票

と突合され，M ファイルの 65 歳以上受給

資格喪失者のうち重複記録を除外した者

を 100%とすると 89.47%と突合された．図

1-2 は突合プロセスをまとめたものであ

り，図 1-3(図 1-4)は M ファイルの 65 歳以

上受給資格喪失者(M ファイルの 65 歳以上

受給資格喪失者のうち重複記録を除外し

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
が熊本市で発生しており，政令指定都市の指定

時の市区町村コード移行過程で発生したと考え

られる．また，残り 1 割に重複においても，市

区町村合併時の市区町村コードの移行過程にて

発生したと考えられる． 

た者)の全国および都道府県別照合率であ

る． 
B-2. 突合データを用いたパネルデータ構

築 
本研究は突合したデータを用いて，

1912 年から 1951 年までのコホートの男女

別パネルデータを構築した．構築にあた

っては，要介護状態を最低でも 1 年以上

追跡できる者にサンプルを限定し，1 月の

データに着目して 1 年間隔のパネルとし

た．また，単純化のために，7 つある要介

護区分を 2 つのグループに分けた 3．要支

援 1 から要介護 2 までを“Light”，要介護 3
から要介護 5 までを“Heavy”とし，ライフ

サイクルにおける介護状態の推移を追跡

した． 
B-3. 介護状態の遷移確率 

B-2 で構築したパネルデータを用いて，

65 歳から 94 歳にかけての介護状態の遷移

確率を計算した．介護状態としては，要

介護区分を 2 つにまとめた Light, Heavy
に，介護が必要ない状態である No-
disability と死亡状態である Death を加えた

4 つの状態を考える．コホート 1912 年か

ら 1951 年において，各コホート X の Y
年に Z 歳時に No-disability・Light・Heavy
の状態である人が，(Y+1)年の(Z+1)歳時に

No-disability・Light・Heavy・Death に分布

する確率を計算した．この時，『介護給

付費実態調査』において No-disability に関

する情報は追跡することができないた

め，日本版死亡データベースの全国デー

タにおける各コホート の推定人口(1 月 1

3 事業認定対象者は，各要介護区分に認定された

わけではなく，認定結果が不明であるため，考

慮しない． 
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日現在推計値)4と M ファイルから計算さ

れた各コホート・年齢の要介護認定人口

を用いて，各コホート ・性別・年齢にお

ける No-disability の人口を impute した．

この時，一部の市区町村ではレセプト悉

皆情報が非提供であり，提供市区町村に

おける人口にはばらつきがあるため，

『住民基本台帳に基づく人口，人口動態

及び世帯数』における市区町村別年齢階

級別人口を用いて補正を行なった． 
また，各都道府県における遷移確率の

ばらつきを分析するために，全国だけで

はなく，47 都道府県における介護状態の

遷移確率の推計も行なった． 
B-4. 介護度・介護種類別の遷移確率 

介護状態の推移をより詳細に分析する

ために，介護状態の新たな側面として，

介護の種類，身体的介護と認知的介護に

着目した推定も行った．この時，『介護

給付費実態調査』の「介護実績明細情報

ファイル(D1)」におけるサービス項目コー

ドを利用することで，個人の介護度だけ

ではなく，身体的介護または認知的介護

のいずれが必要な状態であるのか分類を

行なった．各サービス項目コードにおけ

るサービス内容略称で，“認知症”または“
痴呆”という単語が含まれるサービスを使

っている個人は，認知サービス利用者と

して分類を行なった．その上で，65 歳か

ら 94 歳にかけての介護度・介護種類別の

遷移確率を計算した，すなわち，コホー

ト 1912 年から 1951 年のあるコホート X
において，Y 年に Z 歳時に Light-Physical
・Light-Cognitive・Heavy-Physical・Heavy-
Cognitive の状態である人が，(Y+1)年の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
4 データは https://www.ipss.go.jp/p-
toukei/JMD/00/index.html より利用可能である

(2022 年 5 月 14 日) 

(Z+1)歳時に Light-Physical・Light-Cognitive
・Heavy-Physical・Heavy-Cognitive・Death
に分布する確率を計算した． 

C．研究結果 / D. 考察 
C-1. 介護状態の遷移確率 

図 2-1，2-2 は，現在のある介護状態か

ら来期の介護状態への遷移確率を男女別

にプロットしたものであり，全ての年齢

・性別・介護状態において介護リスクに

は高い持続性があることが明らかになっ

た．図 2-3，図 2-4 は，来期のある介護状

態への遷移確率を現在の介護状態別にプ

ロットしたもので，介護状態が重い人は

年齢や性別に関わらず死亡確率が高い一

方，同じ年齢・介護状態において男性の

方が女性よりも死亡確率が高いことが確

認された．また，遷移確率が正しく推定

されているのか確認するため，モンテカ

ルロシミュレーションを行い，日本版死

亡データベースにおける死亡率および M
ファイルより計算した各年齢・性別に占

める要介護者の割合と要介護者の中で

Light の占める割合について，データとシ

ミュレーション結果の比較を行なった．

図 2-5 がモンテカルロシミュレーションに

よる推定介護状態分布をプロットしたも

ので，図 2-6 はデータとシミュレーション

結果を比較したものである．図 2-6 より，

推定した介護状態の遷移確率はライフサ

イクルにおける介護リスクを上手く捉え

ていることが分かる． 
また，47 都道府県における介護状態の

遷移確率推計の 1 例として，図 2-7,2-8,2-
9,2-10 に北海道の例を添付した． 

https://www.ipss.go.jp/p-toukei/JMD/00/index.html
https://www.ipss.go.jp/p-toukei/JMD/00/index.html
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C-2. 介護度・介護種類別の遷移確率 
図 2-11，2-12 は，現在のある介護度・

介護種類から来期の介護度・介護種類へ

の遷移確率を男女別にプロットしたもの

であり，全ての年齢・性別・介護度・介

護種類において介護リスクには高い持続

性があることがわかった．また，Heavy-
Cognitive を除く全ての介護度・種類にお

いては，同じ介護度・介護種類の次に留

まる確率が高いのは，同じ種類の介護状

態であることがわかった．例えば，現在

Light-Physical の介護状態の者の来期にお

ける介護状態は，Light-Physical の次に

Heavy-Physical の確率が高い．一方，

Heavy-Cognitive の者の来期における介護

状態は，Heavy-Cognitive の次に Heavy-
Physical の確率が高い．この要因として

は，(1) 身体的介護者と比較して認知的介

護サービスを利用している者の介護度は

持続性が高いこと，(2) 支給限度額の範囲

で介護サービスを利用する場合，身体介

護サービスに認知サービスが代替される

可能性が考えられる．更なる分析には，

介護サービスをより詳細に分析すること

が必要であろう． 
図 2-13，2-14 は，来期のある介護度・

介護種類への遷移確率を現在の介護度・

介護種類別にプロットしたものある．全

ての年齢・性別・介護度・種類におい

て，男性の方が女性よりも死亡確率が高

いことがわかった．また，同じ介護度で

も Cognitive の方が Physical に比べて死亡

確率が低い傾向があることが明らかにな

った． 
 

E．結論 

  本研究においては，2006 年 5 月から

2018 年 4 月までの『介護給付費実態調

査』と『人口動態調査(死亡票)』を突合さ

せることで，介護状態の遷移確率のみな

らず，介護状態別死亡確率を推定した．

推定したライフサイクルにおける介護リ

スクは現実データを上手く捉えており，

介護リスクは年齢とともに増加し，全て

の年齢・性別において介護リスクには高

い持続性があることが明らかになった．

また，介護状態が重い人は年齢や性別に

関わらず死亡確率が高い一方，同じ年齢

・介護状態において男性の方が女性より

も死亡確率が高いことが確認された． 
また，本研究は『介護給付費実態調

査』の「介護実績明細情報ファイル(D1)」
におけるサービス項目コードを利用する

ことで，個人の介護度だけではなく，身

体的介護または認知的介護のいずれが必

要な状態であるのか分類を行ない，介護

度・介護種類別の遷移確率の推定を行っ

た．介護種類を考慮しても，全ての年齢

・性別・介護度・介護種類において介護

リスクには高い持続性があり，男性の方

が女性よりも死亡率が高いことが確認さ

れた．また，介護状態の推移において

は，介護度だけではなく，介護の種類を

考慮することが重要であることがわかっ

た． 
本研究の研究成果である推定されたラ

イフサイクルにおける介護状態の推移

は，生涯介護費の推定だけではなく，介

護リスクが個人の経済活動および厚生に

与える影響を分析する際の基礎資料とな

るものであり，公衆衛生学および医療経

済学だけではなくマクロ経済学など幅広
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い分野において貢献があることが期待さ

れる． 
 
F．健康危険情報 
特になし． 
 
G. 研究発表 
1．論文発表 
特になし． 
 
2．学会発表 
特になし． 

 

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を

含む) 
1．特許取得 
特になし． 
 
2．実用新案登録 
特になし． 
 
3．その他 
特になし． 
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図 1-1：都道府県別 65 歳以上高齢者人口に占める，公的介護サービスのレセプト悉皆情報

を提供している市区町村人口割合 

 
図 1-2：『介護給付費実態調査』と『人口動態調査(死亡票)』の突合プロセス 
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図 1-3: 65 歳以上受給資格喪失者の照合率 
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図 1-4: 65 歳以上受給資格喪失者のうち識別変数の重複記録を除外した者の割合 
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図 2-1: 現在の介護状態別遷移確率(男) 
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図 2-2: 現在の介護状態別遷移確率(女) 
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図 2-3：来期の介護状態別遷移確率(男) 
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図 2-4：来期の介護状態別遷移確率(女) 
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図 2-5: モンテカルロシミュレーションによる介護状態分布 
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図 2-6: モンテカルロシミュレーション vs データ 
 
 
(a) 死亡確率 

 
 
 
(b) 要介護者の占める割合 
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(c) 要介護者において Light が占める割合 
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図 2-7: 現在の介護状態別遷移確率(男) 北海道編 
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図 2-8: 現在の介護状態別遷移確率(女) 北海道編 
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図 2-9： 来期の介護状態別遷移確率(男) 北海道編 
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図 2-10： 来期の介護状態別遷移確率(女) 北海道編 
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図 2-11: 現在の介護度・介護種類別遷移確率(男)  
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図 2-12: 現在の介護度・介護種類別遷移確率(女)  
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図 2-13: 来期の介護度・介護種類別遷移確率(男)  
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図 2-14: 来期の介護度・介護種類別遷移確率(女)  
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